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 実施する国/地域名 
 インド国 マハラシュトラ州ムンバイ郊外パタルガンガ工業団地 
 

 実施目的 
 工業団地内の共同排水処理場（CETP ：Common Effluent Treatment Plant）における 
 再生水システムの構築を通じた水資源の有効活用と周辺の水環境の改善 
 

 実施内容 
 ・本事業に関しては「平成25年度我が国循環産業海外展開事業化促進業務」に  
  参画し、現地情報収集、候補サイトの決定、現地EPCとのMoU締結、マハラシュトラ 
    州産業開発公社（MIDC：Maharashtra Industrial Development Corporation）との 
    協調などに着手。 
 ・平成26年度はFS調査に加え、パタルガンガ工業団地に小型テスト置を配置。 
  現地排水を用いた再生水製造の可否（性能、経済性）を判断。 
 

 適用する技術等 
 １．生物処理技術       ３．逆浸透膜（RO膜）ろ過処理  

  ２．固形物除去処理     ４．逆浸透膜（RO膜）洗浄・運転技術 
 

 期待される効果 
 ・ 水源水質保全：CETP放流水の低減（COD、SSなどの環境負荷物質の排出量削減） 
 ・ 水源確保：用水の取水量削減に伴い表流水・伏流水の抑制 
   ・ 価格が高騰する用水コストの低減（工業団地テナントのメリット ） 
 ・ 再生水販売による増収（CETPオーナーのメリット ） 
  

 ビジネスモデル概要 
 ・パタルガンガ工業団地工業組合（ＰＲＩＡ）、インド国パートナー企業であるEPC企業Hydroairと特別目的会社  
    （SPV）を設立 
   ・CETPからの水環境中に排出されている放流水を再生化し、工業団地内の各テナントに工業用水として提供 

マハラシュトラ州 

（１）事業概要 
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（２）事業実施地域の状況・課題 
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◆事業実施地域 

ﾑﾝﾊﾞｲ 

マハラシュトラ州_パタルガンガ工業団地  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際空港 

プロジェクト実施サイト 

パタルガンガ工業団地 

住所： Plot No.23, MIDC Residential Area, Mohopada, Dist. Raigad-410 222 

電話： +91 2192-254599/250244 

ｱｸｾｽ： ムンバイ国際空港から車で約2.5時間 
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◆マハラシュトラ州_パタルガンガ工業団地 

●運用開始 ： 1983年 

●所管 ： MIDC（マハラシュトラ州産業開発公社） 

●総敷地面積 ： 647.62ヘクタール （全長約7km） 

●入居企業数 ： 175社 （化学系企業が主） 

  1) Reliance Industries Limited （石油化学） 

  2) Bombay Dyeing manufacturing Co.Ltd （化学染料） 

  3) INOX Ltd （ガス、石油化学） 

  4) Hindustan Insecticides Chemicals Ltd. (化学） 

  5) Tata Phama Limited（薬品) 

  6) 出光ルブインド(石油化学) ※日系は唯一一社 

 

CETP（共同排水処理場） 

Common Effluent Treatment Plant 
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（２）事業実施地域の状況・課題 
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課題１．放流水質の基準未達による流域の水環境悪化 

パタルガンガCETPの排水処理施設 

流入水 

放流水 
（処理後） 

課題２．水資源及び供給設備の不足 

• マハラシュトラ州の主要産業は化学、電子・電気機器、繊維産業等。 
  2018年までに製造業の割合を現在の20%から28%(GDP比)に引き上げる計画。 
 

• 工業団地の用水需要が高まっているが、用水販売元のMIDCは需要に応えきれず 
  用水購入申請を断っている。 
 

• 産業水・生活水の不足が顕著になる見込みから、MIDCは再生水利用を奨励。 
  またMIDCは産業排水の再利用の義務化も検討中。 

• マハラシュトラ州にある26のCETPのほとんどが放流
水の水質基準を未達。 

 

• MPCB（マハラシュトラ州公害管理局）やMIDCは、個
々のCETPの運営者に対して集中的な指導を実施。 

  適切な処理による水質改善を進めようとしている。  
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（３）導入する技術の概要 
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CETP 

放流水 

 再生水 

（工業用水） 

排水処理性能に
優れた微生物によ
り、排水中の有機
物を分解 

前処理プロセス 再生水化プロセス 

 インドで通用する安価な再生水製造を実現するための技術を導入 

排水中の固形物（無
機物、有機物）を除
去するために、最も
安価で効果的な手法
を選択 
（凝集、各種膜など） 

海水淡水化施設から廃棄さ
れる使用済みのRO膜を工業
用水製造用に再調製 
（RO膜の圧倒的低コスト化） 

ファウウント（膜目詰まり
の原因物質）を指標とした
運転条件最適化技術 
（膜の長寿命化、運転圧
力低減、透水量増加） 

生物処理 
固形物 

除去処理 水質情報 

逆浸透膜 

ろ過処理 

運転条件 

最適制御 
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（４）事業を通じて期待される効果（水環境改善/その他効果） 

◆水環境改善効果 （現地試験結果から算出）   

  ・環境中に放流される排水量：50％削減 (10,000ｔ/日 ⇒ 5,000ｔ/日） 
  ・環境負荷低減： COD：4.3ｔ/日  TDS（溶解性物質）：0.7ｔ/日  SS（固形物）：1.0ｔ/日   
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各工場   濃度(mg/L) 
 COD： 641  TDS：2,430 
 SS： 102 

環境負荷 
  COD：  6.4t/日 (=0.641kg/t×10,000ｔ/日） 

  TDS：  24.3t/日 (=2.43kg/t×10,000ｔ/日） 

  SS：  1.0t/日 (=0.102kg/t×10,000ｔ/日） 

現況 

再生水システム導入後 

10,000t/日 

 

 COD：       6.4           2.7（▲3.7）         2.1（▲0.6） 

 TDS：       24.3          24.2（▲0.１）        23.7（▲0.5） 

 SS：        1.0           0 （▲1.0）           0 

CETP 

CETP 
前処理 

プロセス プロセス 

再生水化 濃縮水（放流） 
  5,000t/日 

再生水（各工場へ） 
 水量：5,000t/日 
 水質：国内の冷却水質相当  
   COD：1１0,  TDS：110,  SS： 0 
                 (mg/L） 

放流水 
 10,000t/日 

環境負荷低減量 
 COD：  4.3t/日 
    (=6.4-2.1ｔ/日） 

 TDS：  0.7t/日 
    (=24.3－23.7ｔ/日） 

 SS：  1.0t/日 

排出量（ｔ/日） 
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（５）事業実施体制 
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 パタルガンガ工業団地工業組合（ＰＲＩＡ）、インド国パートナー企業であるEPC
企業（Hydroair社）とSPV（特別目的会社）を設立 

 

 CETPの放流水を再生水化し、工業団地内の入居企業に工業用水として販売 

Patalganga Rasayani 

 Industries Association （PRIA）   富士電機 

SPV 
（CETPへの投資・運営） 

出資、技術提供 出資 

工業団地内 入居企業 

再生水 
（工業用水） 利用料 

許認可（水販売） 
各種支援 

SPV ： Special Purpose Vehicle 、 SPC (Special Purpose Company) と同義 

出資、サイト提供 

Maharashtra Industrial 
Development Corporation 

（MIDC) 

現地パートナー企業 
（Hydroair） 
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     月 

平成26年度 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

FS調査 

★MIDC, Hydroairへの状況説明 

★第1回現地調査（導入サイト調査、ヒアリング） 

前処理方法決定 

小型テスト装置設計、製作 

小型ﾃｽﾄ装置現地へ輸送 

  経済性試算 ★ 
（前処理、再生水水質  

を考慮した評価） 

事業計画書案作成  ★ 

 小型テスト装置による評価試験 

第3回現地調査 ★ 
（今年度報告、SPV 
 設置に向けた意見交換） 

第2回現地調査 ★ 

（６）平成26年度 実施工程 
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  ◆事業実現性に関するFS調査 
  ◆導入技術の現地適用性を検証（小型テスト装置を現地に設置） 
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（７）FS調査の実施内容 
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調査項目 内容 
手段 

ﾃﾞｨｽｶｯ
ｼｮﾝ 

ﾋｱﾘﾝｸﾞ ｱﾝｹｰﾄ 
文献、HP

調査 

制度・政策 水利用に関する制度・政策の動向 ○ 

法規制の執行体制 ○ 

対象地区の現
状 
（マハラシュトラ
州） 

工業団地の水質管理と実態 ○ 
(水質実測） 

水価格 ○ ○ 

再生水ニーズ ○ ○ 

ステークフォ
ルダー分析 

PRIA（ターゲットサイト） ○ 

工業団地入居企業 ○ 

現地パートナー企業 ○ 

事業上の課題 競合（再生水、再生水用設備販売企業） ○ ○ 

再生水に関する許認可、給水方法 ○ 
（MIDC） 

○ 

関係政府との
連携構築 

関係機関とその役割 ○ ○ 

アセスメント、補助金取得プロセス ○ ○ 
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（８）調査結果概要 
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 制度・政策 

    

 

 

    

 

成果（入手情報） 

【水利用に関する制度・政策の動向】 
 

 ・インドの環境管理の法体制には、法律（環境保護法 1991年成立）、規則（環境保全規   
  則 1986年成立）が定められており、この下に個別法が制定されている。 
 

 ・水関連では、水汚染防止及び管理法に基づいて、水質汚染の防止、管理及び水質向 
  上が進められている。 
 

 ・マハラシュトラ州が独自の水政策を策定していることを確認。 
  具体的には水源の維持、水質モニタリングに関する指針を定めている。 
 

 ・また同水政策は工業セクターにおける再生水の活用にも触れており、再生水化システ 
  ム導入促進に向けた提言も含んでいる。 
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（８）結果概要 
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 環境関連の行政組織    

 

 

    

 

中央政府 

他省 
環境森林省 

MoEF 

中央公害管理局 

CPCB 

州政府 

州環境局 

州公害管理局 

SPCB 

地方事務所 

成果（入手情報） 

【法規制の執行体制】 
 

 ・水質基準の目標達成のため、CPCB（中央公害管理局）が大きな権限を保有。 
  監視、報告対応に加え、必要に応じて立入検査、是正勧告なども行う。 
 

 ・SPCB（州公害管理局）は州レベルの環境規制を統括。CPCBの規定した規制・政策   
  の実施機関。モニタリングは、各州公害管理局の責任において実施される。 
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（８）結果概要 
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 対象地区（マハラシュトラ州）の現状 

     

 

 

    

 

成果（入手情報） 

【工業団地の水質管理と実態】 
 

 ・マハラシュトラ州内の工業団地への上水、工業用水供給は、全てMIDC（マハラシュトラ 
  州開発公社）の資金と管轄で行われている。上水、工業用水原水は河川と一部の井戸。 
 

 ・使用後の汚水は、小規模工場は直接、大規模工場では1次処理が行われた後に、 
  CETP（共同排水処理場）に導入され、ここで最終処理された後、環境中に放流される。 
 

 ・MPCB（マハラシュトラ州公害管理局）がCETP放流水の管理項目を定めている。 
  ｐH、TS、SS、TDS,DO、温度、BOD、CODの毎日の測定、報告が義務化。 
 

 ・パタルガンガ工業団地のCETP放流水質は有機物、アンモニア、溶存塩類が規制超過。 
 
 
 
 
 
  

pH 
BOD 

(mg/L) 

COD 
(mg/L) 

NH4 
(mg/L) 

Total N 

 (mg/L) 

TDS  

(mg/L) 

水温 

 (℃) 

CPCB 

（国規制値） 
5.5~9.0 30 － 50 100 2,100 40≧ 

MPCB 

（州規制値） 
5.5~9.0 30 250 － － － － 

分析値 

（最少~最大） 

 8.83 

~8.92 

   240 

~241 

 641 

~715 

  51.0 

~59.1 

58.2~59.9 

NO2、NO3は 

測定限界以下 

   2,430 

~2,654 

28.4 

(平均) 
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原水 

放流水 

好気処理 

（８）結果概要 

前曝気 

凝集沈殿 

pH調整 
薬注 

嫌気処理 

 

 対象地区（マハラシュトラ州）の現状 

        

 

成果（入手情報） パタルガンガCETPの処理フロー 
 

  
 
 
 
  

・処理プロセスは国内と同等 
・水質悪化原因は維持、管理、運転にあると推測 
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（８）結果概要 
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 対象地区（マハラシュトラ州）の現状 

     

 

 

    

 

成果（入手情報） 

【水価格、再生水ニーズ】 
 

 ・パタルガンガ工業団地の現在の工業用水価格は31Rs/m3（59円：2/25時点） 
   

 ・工水価格は上昇傾向にあり、2013年12月には電気料金の値上げに伴い、一律7Rs/m3  
  の上昇。 
 

 ・水使用量の多い企業（工業団地入居企業）を対象としたアンケートを実施。 

  以下の企業から再生水があれば使いたいとの回答あり。 

  （かっこ内は水の使用量、ただしグレード（上水、または工業用水）は不明） 

    RELIANCE INDUSTRIES LTD.（4工場合計で198,298m3/日） 

    BOMBAY DYING LTD.（39,797m3/日） 

    ALKYL AMINES LTD.（10,451m3/日） 

    BAKUL AROMATICS LTD.（8,180m3/日） 
 

  ・購入希望価格：現在同等の30～31Rs/m3という回答がほとんどであった 
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（８）結果概要 
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 関係政府との連携構築    

 成果（入手情報） 

【関係機関とその役割】 
 

 ・本プロジェクトの実施に当たっては、主に環境分野を所管する中央、州政府レベルの  
  複数の関係機関が存在することを確認した。  

機関名 役割 アクセス 

環境森林省 
（MoEF） 

・インドの環境および森林保護に関わる政策、各種プログラム遂行
のための各種計画、推進、調整、監督を担う。 
・補助金給付の承認権限を保有。 

H26年度は
アクセスなし 

マハラシュトラ州産業
開発公社（MIDC） 

・同州の産業振興を目的とし、工業団地や経済特別区の開発を主導。 
・工業団地へのCETP設置を推進。 
・再生水販売に関しては、許認可の窓口となる。 

第1回現地
調査で面談 

マハラシュトラ州環境
管理（MPCB） 

・州内の環境汚染防止のため、大気、水源の保全、有害廃棄物等の
モニタリングなどを行う。 
・CETPの検査や、放流水が基準を超えた場合の罰則の執行等の活
動を規制、取り締まる。 

H26年度は
アクセスなし 

インド国環境工学研究
機関（NERRI）、インド
工科大学 

・環境分野における研究、調査を行う公的機関。 
・補助金給付事業の技術審査も行う。 

第3回現地
調査で面談 
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（８）結果概要 
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 ステークフォルダー分析 

      

 

成果（入手情報） 

【PRIA：パタルガンガ工業団地組合】 
 
 

  ・再生水にも関心があるが、CETP放流水の基準超過の方を強く懸念している。 
 

  ・本PJにより水質汚濁防止がはかれるのであれば、全面的に協力したいとの姿勢。 
 

  ・小型テスト装置による技術検証、およびパイロット試験（いずれもパタルガンガCETP  
       で実施予定）の実施に向けて、相互協力する内容のMoUを富士電機とPRIAで締結。 
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（８）結果概要 
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 ステークフォルダー分析 

      

 
成果（入手情報） 

【PRIA：パタルガンガ工業団地組合】 （続き） 
 
 

  ・ただし「本PJに協力した場合に、MIDCから  
   水販売価格の引き上げなどの不利益を蒙  
   るのでという懸念から、MIDCにNOC（No  
   Objection Certificate）を発行してもらいた 
   いとのリクエストあり。 
 

 ・本件に関しては、10月17日付でMIDCから 
  PRIA宛のNOC発行を完了。 
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（８）結果概要 
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 ステークフォルダー分析 

      

 

成果（入手情報） 

【工業団地入居企業：RELIANCE社（PRIAの中心的企業）】 
 

  ・再生水に関しては、理解と関心を示している。 
   自社内で検討したこともあるが、コストが見合わないため断念した経緯あり。 
   

  ・特にCETPとしてだけではなく、ETP（工業団地に入居している個別企業が保有する排 
   水処理施設）としても安価な再生水技術については関心があるとのこと。 
 

  ・再生水製造に伴い発生する濃縮水の処理技術に関心があり、課題として認識。 
 

【現地パートナー企業：HYDROAIR社】 
 

  ・マハラシュトラ州のEPC企業であり、同州の複数のCETPの設立に寄与。 
   同州にUASBを初めて導入した実績あり。 
 

  ・技術交流および入手した見積もり根拠などから、技術面、 
   経験でも同社のEPCアクティビティは高く、当事業を共同で 
   進めるパートナー企業として有望と判断。 
   （富士電機とHydroair社は協力関係を推進するMoUを締結済） 

富士電機、Hydroair関係者 ・RELIANCE社のコメントから、ETP向けの再生水製造についても 
 検討する余地ありと考える（ただし、環境負荷低減効果は小） 
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 事業上の課題 

    

 

成果（入手情報） 

【競合】 
 

 ・現状同州には、再生水処理施設を導入したCETPはない。 
  ビジネスとして再生水販売を手掛ける企業もない。 
  

 ・個別ETPで再生水処理施設を持つ企業は存在するが、再生水は社内で利用。 
  （ETPでも再生水ニーズはある） 
 

【再生水に関する許認可】（MIDCとのディスカッション） 
 

 ・再生水販売を行うためには、SPVとしてMIDCの許認可取得が必要であることを確認。 
  ただし現在、再生水販売に関する法規制は存在しない。また前例もないため、導入に 
  向け試行錯誤が必要になるリスクあり。 
 

 ・MIDCは再生水使用義務化を推進したい考えで、MPCB等の関係機関との議論を継続 
  中だが、結論が出るまでには時間がかかりそうとのこと。 
 

 ・再生水販売により、MIDCの工業団地内の水販売収益が低下する懸念があるが、 
  ①MIDCは工業団地内企業には通常より安価で提供しており、再生水で補完できる量 
  の水を工業団地外に高価で販売できる、②水需要の増加に対して水源確保が追い付 
  いていない、という理由から、本プロジェクトが競合にはならないとの認識である旨の   
  説明があった。  
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 事業上の課題 

    

 

成果（入手情報） 

【再生水に関する許認可】（続き） 
 

 ・MIDCは今回のプロジェクトに関心あり。 
  成功して他CETPに横展開できれば、同州 
  がインドのパイオニアになると考えている。 
 

 ・こうした期待の表れとして、横展開が有望 
    なサイトを紹介いただいた。 

    ロハ工業団地（図中B）、 

     ランジャンガオン工業団地（図中C) 

     クルクンプ工業団地（図中D) 

 
 ・再生水の供給方法については、①MIDC保有の配管の利用、②MIDCが費用負担して 
  新規配管を敷設、いずれの方法も無理であるとの見解であった。 
 

 ・給水車の利用は、現状でも一部利用している工業団地もあり、問題ないことを確認。   

マハラシュトラ州の工業団地 
（図中A：パタルガンガ工業団地） 

・同地区における再生水事業は前例がなく、参入の直接的な障害となる規制もない。 
・事業推進においては、MIDCとの良好な関係構築が不可欠。前例がない事業である  
  ため、ルール作りから連携して取り組む必要がある。 
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 小型テスト装置を用い、導入技術の現地適用性を検証 
 

        

 

目的１．前処理方法の決定 （ラボスケール：1L） ⇒前処理コストの精査 
目的２．再生水の水質評価 （小型テスト装置：200L） ⇒国内の冷却水基準を目標とする 

写真．現地処理場ラボ 写真．8inch膜装置 

＜実施内容＞ 
・生物処理によるCOD低減効果確認、HRT条件決定 
・凝集沈殿による濁度低減効果確認、薬注条件 
                         （ALT比）決定 
・MF/UFによるファウリング物質低減効果確認 

１．ラボスケール（1L）実験 ２．200Lスケールのバッチ実験 

＜実施内容＞ 
・200L規模（8inch膜使用）の小型テスト装置（バッチ実験） 
・再生水水質を評価 
 （簡易分析、および現地分析会社による詳細分析） 

（８）結果概要  
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200Lスケールのバッチ実験  
 【目的】インドCETP排水処理水を改質膜により再生水化可能であるかを判断する。 
      （目標値：循環冷却水質  （社）日本冷凍空調工業会） 
 

 【結果】目標仕様を満足する再生水を得る事ができた 
       ただし膜ファウリング防止のための前処理指標を満足するためには、 
         ①生物処理120時間  ②凝集沈殿   ③MF膜ろ過  が必要。 

CETP 

放流水 
前処理後 再生水 

（８）結果概要 

パラメータ 目標仕様 再生水 
現地水道水 

（参考） 

導電率 80mS/m以下 9.94 未測定 

塩化物ｲｵﾝ 200mg/L以下 14 21 

硫酸ｲｵﾝ 200mg/L以下 81 11 

ｱﾙｶﾘ度 

（酸消費量） 
100mg-CaCO3/L以下 76 50 

全硬度 200mg-CaCO3/L以下 10 6 

ｶﾙｼｳﾑ硬度 150mg-CaCO3/L以下 2.4 1.6 

ｲｵﾝ性ｼﾘｶ 50mg-SiO2/L 0.6 検出せず 

pH 6.0～8.0 7.42 7.71 
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【課題】前処理プロセスが複雑になるため、事業として成立しない可能性あり 

  ・再生水販売価格30Rs/m3でFeasibleとなるのは、前処理が膜ろ過だけの場合 

  ・前処理を生物処理（既設改善）、凝集沈殿、膜ろ過、とする場合 
     ⇒再生水販売価格42Rs/m3でFeasibleとなる 
 
【対策】 

 前処理費用のコストダウン（既設の処理施設の適正化） 

 再生水造水価格の引き下げ技術の適用（膜長寿命化、洗浄頻度低減） 

 給水費用引き下げ（MIDCの給水管網の借用） 

 EPC向けの再生水システムによるビジネスモデルについて検討 
   （個別工場の排水を再生水化し、該当工場にて利用する） 
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◆概要：パイロット試験（経済性評価）、事業計画作成、SPV設立判断 
 

 【パイロット試験】 実施期間 ：約4ヶ月 
             再生水製造パイロット装置を同地に設置（日量300～500m3） 
                             ・事業化規模（最終）が日量5,000m3であり、約1/15に相当 
                ⇒顧客の増加に伴い、年々設備増強を図る計画 
                  ・再生水は希望する個別工場に無償提供（ユーザー拡大施策） 

原水 
（工業団地内
工場の廃水） 

沈澱池 

パタルガンガCETP（既設） 

パイロット装置（新設） 

凝集沈殿 生物処理 

（好気処理） 
UASB 

（嫌気処理） 

放流水 

生物処理 

（好気処理） 
沈澱池 砂ろ過 

（仮） 

MF/UF膜等 
再生水化 
プロセス 

（8ｲﾝﾁRO膜×4） 

再生水 

工業団地内 
個別工場 

 給水車 

濃縮水 

前処理プロセス 

CETPを対象とし
ているが、必要に
応じて個別EPC向
けも視野に入れ
た評価を実施 


